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§12つ の剰余金概念
わが国には2つ の剰余金概念があ り,混乱 を引 き起 こしている。
ひとつは「企業会計原則」における剰余金概念であり,注解の注19において「会
社の純資産額が法定資本の額をこえる部分」 と規定されている。すなわち,こ
の第1の 意味における剰余金は,自 己資本のうち資本金 を除いた部分に相当す
る。これは会計研究者の間で一般 に用いられている剰余金概念である。
もうひとつは 「株式会社の貸借対照表,損 益計算書,営 業報告書及び附属明
細書に関する規則」(以下,計 算書類規則 と略称す る)に おける剰余金概念で
ある。計算書類規則 は商法第281条第1項 の貸借対照表,損 益計算書,営 業報
告書および附属明細書の記載方法ならびに公告すべ き貸借対照表および損益計
算書の要旨の記載方法を定めたものである。同規則の第34条によれば,「資本
の部は,資 本金,法 定準備金及び剰余金の各部に区分 しなければならない」 と
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規定されている。 したがって,第2の 意味における剰余金は,自 己資本のうち
資本金と法定準備金を除いた部分に該当する。商法にもとついて作成 される貸
借対照表にはこの剰余金概念が適用 される。
前者 は会計学上の剰余金,後 者は商法上の剰余金といわれることもある1)。
剰余金 というひとつの用語が2つ の異なる意味をもつことは適切でない。それ
は混乱 をまねくもとになる。ひとつの用語にはひとつの意味を割 り当てるべ き
である。なぜこのような状況が生まれたのであろうか。その解決方法はないの
であろうか。2つ の剰余金概念はそれぞれ登場 した時代背景を異 にしている。
第1の 意味の剰余金概念が導入されてから,第2の 意味の剰余金概念が現われ
るまでに,十数年の隔た りがある。本稿では,そうした事情をまず明 らかに し,
そのうえで解決策を検討 したいと考える。そのためには剰余金概念の歴史的変
遷をたどることが必要といえよう。
§2剰 余金概念の導入
剰余金概念は当初アメ リカで用い られ,第 二次大戦後 にわが国に導入 された
といってよいであろう。そこでまず最初に,ア メリカにおける歴史的経緯につ
いて少 しふれてお く必要があると思われる。
『コーラー会計学辞典』の第6版 は 「剰余金」をつ ぎのように定義する2)。
1.=利益剰余金。
2.株式の額面または表示価額を超える株式会社の株主持分:払 込剰余金,
利益剰余金および評価替剰余金を含む一般的名称。貸借対照表で用いるに
はその性質を示す限定形容詞が必要である。
ここには2つ の意味が示されている。ひとつは利益剰余金に限定された狭い
意味であ り,もうひとつは払込剰余金,利 益剰余金および評価替剰余金を含む
1)飯 野 利 夫 著 『財 務 会 計 論(三 訂 版)』 同 文 舘,平 成5年,10-18ペ ー ジ 。
2)W.W.CooperandY.Ijiri,ed.,Kohler'sDictionaryforAccountants,6thEdition,
Prentice-Hall,1983,p.494.
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広い意味である。
また,『会計史国際百科事典』の項 目リス トには「剰余金」が見当たらない。「利
益剰余金」 はあるものの,「留保利益(RetainedEarnings)」を参照す ること
となっている。その 「留保利益」の説明か ら要点を抜粋するとつ ぎのようにな
る3)。
「留保利益」は ,アメリカ公認会計士協会(AICPA)の前身であるアメリカ会
計士協会(AIA)により1949年に認められる用語か ら除外 された 「利益剰余金」
の代替語である。 しかし,「利益剰余金」の用語はほぼ1960年代中頃まで貸借
対照表で用いられていた。
「剰余金」および 「利益剰余金」の用語は,1880年代後半の トラス ト時代か
ら1900年代の初めにかけて一般化 した工業会社によって用いられた。鉄道業は
これらの用語を用いなかった。低い額面の普通株式は工業会社 に剰余金を発生
させることにな り,なかには 「額面超過額」を過去の利益から配当金を差 し引
いた残高と一緒にする会社 もあったようである。
資本剰余金 と利益剰余金の混同は,会 計専門家によって望 ましくないと見な
されたにもかかわ らず,「剰余金」 という一般的名称のもとで一部の会社 によ
り1920年代のあいだ存続 した。1922年にAIAの会計用語特別委員会が報告書
を出したが,効 果はなかった。
1929年にも利益剰余金の定義に関するAIA特別委員会から報告書が出され
た。そして,貸借対照表で無限定の 「剰余金」および 「資本剰余金」を使用す
ることは,不 適切であるとして排斥 された。
1938年には 「剰余金」を会計用語から排除するキャンペーンが行なわれ,有
力な会計人の支持が得 られた。にもかかわ らず,AIAは1941年の会計研究公
報(ARB)第9号 でその用語の変更 をち ゅうち ょした。その後,1941年の
ARB第12号は,「剰余金」の一般的使用中止の可能性 に関する調査 を勧告 した。
1942年,剰余金に関するAIA小委員会は,「剰余金」が不適切 な名称であると
3)M.ChatfieldandRVangermeersch,ed.TheHistory(ゾ.4ccounti〃g'。4n乃zter-
〃atio'nalEncッclopedia,GarlandPublishingInc.1996,pp.499-50α
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して排除す る勧告を した。1949年10月のARB第39号において,AIAは 一般
用語としての 「剰余金」および特殊用語 しての 「利益剰余金」が認められない
旨を宣言 した。
以上がアメリカにおける 「剰余金」の簡単な歴史である。 『コーラー会計学
辞典』 における広義の意味だけでな く,狭義の意味 も否定 されている。アメリ
カでは剰余金概念はすでに過去のものになっているといってよいであろう。紆
余曲折の末,結 局は廃止 されたわけである。 この点はわが国の事情 とかなり異
なっている。わが国ではいまなお広 く使用 されており,しかも商法上の「剰余金」
というアメリカには存在 しない意味まで加わっている。
ところで,剰余金概念はどのような経緯でわが国に導入されたのであろうか。
『剰余金論』を著 した佐藤孝一氏はつぎのように述べている。
「剰余金なる問題が公的に我国で採 り上げられたのは,昭和23年6月経済安
定本部内に設置 された 「企業会計制度対策調査会」(現在の 「企業会計審議会」
の前身〉が,昭 和24年7月にその中間報告 として発表 した 「企業会計原則」の
一般原則第三において,『資本取引 と損益取引とを明瞭に区別 し,特 に資本剰一
余金 と利益剰余金 とを混同してはならない』 と規制し,い わゆる剰余金の原則
なるものを掲げてからであ り,恐 らくこれが,我 国における剰余金論の嗜矢で
あると思われる4)。」
剰余金の概念は 「企業会計原則」 を通 じて一般に広 く普及 したわけである。
そこでは剰余金 を資本剰余金と利益剰余金に二分する考えが積極的に提示され
た。 しか し,「企業会計原則」以前 に剰余金概念がまった く存在 しなかったわ
けではない。
第二次大戦後にいちはや く剰余金の研究に着手 した染谷恭次郎教授は,つ ぎ
のように述べている。
「このころ(昭 和21年頃 引用者),我 が国では,剰 余金 という会計用語
は一般に使用 されていませんで した。私は長谷川安兵衛先生の著書 『株式会社
4)佐藤孝一著 『剰余金論』中央経済社,昭 和30年,37ペー ジ。
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会計』のなかで剰余金 という用語が使用されていたのを見たことがありますが,
それ くらい しか見当 りませんでした5)。」
たしかに,長谷川氏の著書には 「剰余金」という用語が見 られる6)。しかし,
それはアメリカにおける仕訳例 として出て くるにす ぎない。剰余金の概念はま
ったく意識されていなかったといってよい。
「剰余金について」 と題する染谷教授の論文では,資本性剰余金 ・収益性剰
余金 という用語が使われている7)。まだ,資 本剰余金 ・利益剰余金 という用語
が定着 していなかったためである。
剰余金概念が導入 されるにさいして,注 目すべ き文書がある。それは昭和22
年12月に公表 された 「工業会社及 ビ商事会社ノ財務諸表作成二関スル指示書」
(以下,「指示書」と略称する)で ある。「指示書」は 「企業会計原則」の設定
と重要な関連をもつ文書といわれている。
「指示書」はウィリアム ・ヘッスラー氏 と村瀬玄氏の共作であり,わずか3
週聞で作成されている。 しかも,その うちの1週 間は 「払込未済資本金」を貸
借対照表の借方資産之部に記載するか否かの議論に費されたといわれている
8)。それは 日本文 と英文を並記 した体裁 をとっている。
「指示書」には2つ の目的が掲げ られている9)。第1の 目的は,「連合軍司
令部ガ日本二健全且民主的産業経済ヲ樹立セン トスル努力二関連シテ時々同司
令部ガ要求スル明瞭ニシテ会得 シ得ル財務報告書類ノ作成二当ッテ日本ノ各会
社 ヲ援助セントスル」点にある。そ して第2の 目的は,「日本ノ商工業会計処
理法ヲ改善標準化スル必要ノ基礎 ヲ作ル」点にある。すなわち,そ れは連合軍
司令部に提出する財務諸表の標準様式を規定した ものである。そのさい,ア メ
5)染谷恭次郎著 『ある会計学者の軌跡 ひとつの会計学史一 』税務経理協会,
平成9年,93ペ ージ。
6)長谷川安兵衛著 『株式会社会計』東洋出版社,昭 和9年,241,243ペー ジ。
7)染谷恭次郎稿 「剰余金について」『企業会計』第1巻5号,昭 和24年5月,44ペー
ジ。
8)村瀬玄稿 「企業会計原則制定の由来」(日本公認会計士協会25年史編纂委員会編 『会
計 ・監査史料』 同文舘,昭 和52年,219ペー ジ所収)。
9)新井清光編 『日本会計 ・監査規範形成史料』中央経済社,平 成元年,74ペー ジ。
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リカの進んだ会計実践が取 り込まれている。剰余金概念に関しては,剰余金調
整計算書(SurplusReconcilementStatement)の作成が要請されている。
「指示書」 における 「剰余金」 は,「蓄積未処分利益(accumulatedundi-
videdpro趾s)」と同義 と解 されている10)。剰余金調整計算書 とい うのは 「当
期 中繰延或ハ蓄積未処分利益勘定二何ノ変化ガアッタカヲ詳細こ示ス」計算書
であり,つ ぎの4項 目か ら成っている11)。
1蓄 積未処分利益当期期首残高
H当 期蓄積未処分利益(勘 定中)貸 方二記入スル分
皿 当期蓄積未処分利益(勘 定中)借 方二記入ノ分
IV蓄積未処分利益期末残高
ここにおける剰余金概念は未処分利益 を意味 してお り,今 日一般に用いられ
ている意味 よりも狭いことがわかる。また,「指示書」では資本剰余金 と利益
剰余金を区別する考 えは示 されていない。
§3「 企業会計原則」上の剰余金概念
「企業会計原則」は昭和24年に設定 された後,29年,38年,49年,57年と4
回にわたって修正 された。その歴史はまもな く半世紀を迎 えようとしている。
「企業会計原則」の歴史を振 り返るとき,昭和38年前半まで と,それ以後 とで
大きく変化 したといわれている。新井清光教授はその歴史をつ ぎのように2つ
に大別する12)。
(1)自律的拡充の時代(昭 和24年か ら38年前半まで)
(2)調整的発展の時代(昭 和38年後半以降)
(1)の自律的拡充の時代 とは,「企業会計原則」が昭和24年に設定されてか ら,
企業会計原則は自律的 ・積極的に自己拡充し,さ らに証券取引法,商 法,法 人
10)同書,76ペ ー ジ。
11)同書,99,122-123ペー ジ 。
12)新井 清 光 編 著 『企 業 会 計 原 則 の 形 成 と展 開 』中 央 経 済 社,平 成 元 年,27-28ペー ジ。
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税法等に対して,そ の会計法令の制定または改正を積極的に提言 した時代であ
る。また,(2)の調整的発展の時代 とは,企 業会計原則の自己拡充は依然続けら
れた ものの,法規範 とくに商法 との調整を余儀な くされるに至った時代である。
剰余金概念の歴史的変遷をたどるためには,こ うした時代 区分を踏まえてお
く必要がある。
§3-1昭 和38年前半 までの剰余金概念
「企業会計原則」による剰余金概念の導入は多 くの人びとの注 目を集めた。
この用語はその後急速に普及 し,わが国で定着 した。しかし,「企業会計原則」
が設定されたのは昭和24年(1949年)であ り,その年は皮肉にもアメリカで剰
余金の用語が廃止された年にあたる。
剰余金概念 に関 してはとくに2つ の議論が重要と思われる。ひとつは剰余金
計算書の問題であり,も うひとつは資本剰余金の範囲に関する問題である。
財務諸表のひとつ として 「企業会計原則」が剰余金計算書を掲げたことは大
きな特色 とされている。それは 「指示書」における剰余金調整計算書に相当す
るもの ともいえよう。剰余金計算書 は剰余金の期中変動を示す計算書であ り,
利益剰余金計算書 と資本剰余金計算書か ら成っている。当初,「企業会計原則」
は当期業績主義の考えを採用 していた。そのため,損 益項 目は損益計算書と利
益剰余金計算書 に二分 して記載されることになった。昭和49年の修正により包
括主義に移行す るまで,剰 余金計算書の作成は続け られた。
「企業会計原則」では,資本を資本金 と剰余金に区分 し(貸借対照表原則四 ・
(≡)),剰余金 は利益剰余金 と資本剰余金に区分された(同 原則四 ・(≡)・B)。そ
のうえ,一 般原則の第三で明 らかなように,利益剰余金と資本剰余金は明確 に
区別 される必要があった。2つ の剰余金のうちとりわけ問題になったのは資本
剰余金である。
資本剰余金は,「毎期の純利益以外の源泉から生ずる剰余か ら成る」(昭和24
年の設定時)と された り,「利益以外の源泉から生ず る」剰余金(29年と38年
の修正原則)と された り,あるいは 「資本取引か ら生 じた剰余金」(49年と57
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年の修正原則)とされた。その規定方法は消極的あるいは不明確であったため,
資本剰余金にはさまざまな内容が含まれることになった。
資本剰余金の範囲について,昭 和24年の設定時 と29年の修正原則 を比較する
と第1表 のようになる。いずれも最後に 「等」とい う文言があるので,例 示列
挙であることは明らかである。29年の修正原則では資本剰余金の例が大幅に加
えられた。「企業会計原則」は自律的拡充 をとげたのである。 と同時に,商 法
の計算規定改正に対 して積極的な働きかけを試みている。
第1表 「企業会計原則」における資本剰余金の範囲 昭和24年と29年の比較
①株式発行差金
(株式発行割増金)
②資本払込剰余金
(無額面株払込剰余金)
③減資差益
④合併差益
⑤固定資産評価益等
※損益計算書原則七 ・B,
貸借対照表原則四 ・(≡…)・B
①株式発行差金(額面超過金)
②無額面株式の払込剰余金
③合併差益
④資本的支出に充てられた国庫補助金(建設
助成金)及び工事負担金
⑤資本補填を目的とする贈与剰余金又は債務
免除益
⑥減資差益
⑦固定資産評価差益
⑧再評価積立金
⑨貨幣価値の変動に基き生じた保険差益
⑩自己株式の処分等
※貸借対照表原則四 ・日 ・B,注6
(注)番号は引用者が付したものである。
昭和25年の商法第288条ノ2は,資 本準備金 として,① 額面超過金,② 無額
面株式の払込剰余金,③ 財産評価純益 ④減資差益,お よび⑤合併差益の5つ
を規定 していた。それに対 して,昭 和26年に公表された 「商法 と企業会計原則
との調整に関する意見書」(以下,商 法調整意見書 と略称する)は,つ ぎの諸
項目を加える提言をした(第12・五)。
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(1)自己株式の売却益
(2)追出資を意味する株主の贈与並びに欠損填補のための株主お よび債権者
による債務免除益
(3)資本的支出にあてた国庫補助金
(4)資本的支出にあてられた工事負担金
(5)再建設資金に充当した保険差益
昭和29年の修正原則で列挙された資本剰余金は,そ の大部分がすでに商法調
整意見書で指摘 されていたことになる。
§3-2昭 和38年後半以降の剰余金概念
昭和38年を境にして,「企業会計原則」は自律的拡充の時代か ら調整的発展
の時代 を迎えることになった。それは昭和37年の商法改正ならびに38年の計算
書類規則の制定に起因するものである。商法改正 により,「企業会計原則」側
が提言 していた多 くの会計規定が取 り入れ られた。 また,計 算書類規則の制定
により,商法は独 自の貸借対照表および損益計算書の様式を定めることになっ
た。その結果,「企業会計原則」は逆 に商法 との調整を余儀な くされるように
なったわけである。昭和38年の「企業会計原則」修正はその最初の試みになった。
資本準備金関係 としては,37年の商法改正 により,第288条ノ2第1項 第3
号の財産評価純益が削除されるとともに,第2項(現 行法の第3項)に つ ぎの
規定が設けられた。
「前項第5号(合 併差益)ノ 超過額中合併二因 リ消滅 シタル会社 ノ利益準備
金其 ノ他会社二留保 シタル利益ノ額二相当スル金額ハ之ヲ資本準備金 ト為サザ
ルコ トヲ得此 ノ場合二於テハ其ノ利益準備金ノ額二相当スル金額ハ之ヲ合併後
存続スル会社又ハ合併二因リ設立シタル会社ノ利益準備金 ト為スコトヲ要ス」
すなわち,合 併差益のうち留保利益部分は資本準備金としないことが認めら
れたのである。これは人格合一説的な会計処理が取 り入れ られたもの ともいえ
よう。
これを受けて,38年の修正原則 は資本剰余金の例示 を 「会社更生及び整理等
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に基 き生 じた固定資産評価差益」(注7)と 改めた。これにより,継続企業に
おける固定資産評価差益の計上は排除されることになった。また,注 解の注7
につぎの規定が追加 された。
「商法第288条ノ2の 第1項 第5号 の合併差益のうち,同 条第2項 によって
利益準備金等に繰入れたものについては,資 本剰余金か ら除外するものとす
る。」
このような調整は,「商法が強行法規たることに鑑み,企 業会計原則を修正
しなければならないことになった」(38年修正原則前文)た めである。
その後,「企業会計原則」は昭和49年と57年に修正 された。第2表 は資本剰
余金の範囲に関して3つ の修正原則を比較 したものである。昭和49年の修正時
に,例 示項 目が極端に減少 している。これは商法監査 と証券取引法監査の一元
第2表 「企業会計原則」における資本剰余金の範囲:
昭和38年,49年および57年の比較
昭和38年の修正原則 昭和49年の修正原則 昭和57年の修正原則
①株式発行差金(額面超過金) ①株式発行差金 ①株式払込剰余金
②無額面株式の払込剰余金 (額面超過金) ②減資差益
③減資差益 ②無額面株式の ③合併差益等
④合併差益 払込剰余金 ※注19
⑤再評価積立金 ③減資差益
⑥会社更生及び整理等に基き生 ④合併差益等
じた固定資産評価差益 ※注19
⑦資本的支出に充てられた国庫
補助金 健 設助成金)及び工
事負担金
⑧資本補填を目的とする贈与剰
余金又は債務免除益
⑨貨幣価値の変動に基き生じた
保険差益等
※注7
(注)番号は引用者が付 した ものである。
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化を目指 して,会 計基準につ き商法 と 「企業会計原則」とを一元化する必要か
ら生 じたものである。つ まり,「企業会計原則」は商法に歩み寄ったことになる。
現在では3項 目だけが資本剰余金 として例示されている。除外 された主な項
目はひと言でいえば評価替剰余金と贈与剰余金ということになろう。これ らを
資本剰余金とする見解すなわち資本説は,徐々に後退してきたことを意味する。
資本剰余金は商法上の資本準備金に相当する。現行商法が認めている資本準備
金は,例外があるものの,株 式払込剰余金,減 資差益および合併差益の3項 目
だけである(第288条ノ2第1項)。 したがって,資 本剰余金の例はこれ ら3項
目だけがあげられている。 しかし,「等」という表現か ら明らかなように,「企
業会計原則」は資本準備金以外の資本剰余金の存在を容認している。それは通
常,「その他の資本剰余金」 と呼ばれている。こうした歴史的変遷について,
新井教授はつぎのように分析する。
「企業会計原則」における規制は,贈与剰余金についても評価替剰余金につ
いても昭和29年をピークとしてその後次第に後退 してきているが,こ の ことを
反映 してか最近では学界および実務界のいずれにおいても,こ れらの剰余金の
「資本説」を支持する積極的な意見は少な くなってきている。……(「資本説」
を支持する積極的な意見や有力な論拠が出現 しないのは 引用者注)「企業
会計原則」の側における 「資本説」の論拠その ものに無理があ り,それを主張
する論理を展開することが困難であって,そ の結果が上記のような 「企業会計
原則」の歴史的推移 となって現われてきたとみるべ きであろう13)。
「その他の資本剰余金」に関する資本説の論拠は乏しい。それをあえて資本
剰余金に含めるところに無理が生 じた。 これまで資本剰余金概念 を明確にでき
なかったのはそのためといえよう。
13)新井 清 光 著 『企 業 会 計 原 則 論 』 森 山 書 店,昭 和60年,73ぺ ・一・ジ 。
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§4商 法上の剰余金概念
「企業会計原則」上の剰余金概念が 自己資本のうち資本金以外の部分をさす
ことははっきりしている。 しか し,その構成部分 となると,必ずしも明確でな
かった。剰余金は資本剰余金 と利益剰余金に二分 される。議論の多いのは資本
剰余金の方である。「企業会計原則」の歴史上,資 本剰余金の例示項 目は大 き
く変動した。そして,結局は商法 と調和するところに落ち着かざるをえなかった。
商法上の剰余金概念 は昭和38年に制定 された法務省令計算書類規則によって
出現 した。それは自己資本のうち資本金 と法定準備金(資 本準備金および利益
準備金)以外の部分に相当し,「企業会計原則」上の剰余金概念 と異なっている。
その相違点は資本準備金と利益準備金を含むか否かにある。
計算書類規則の制定は昭和13年の商法改正法律施行法の規定にもとつ くもの
である。「昭和13年にこのような規定が設けられた理由は,当 時商工省 に設置
されていた財務管理委員会が,そ の数年前に 「財務諸表準則」を公表したが,
商法の立法関係者は,こ れをとりいれて計算書類に関する規則を作成しようと
企図したのであった14)。」 しかし,計算規定が不備であったため,そ れは実現
しなかった。昭和37年の商法改正により計算規定が整備され,計算書類規則は38
年になってやっと制定 された。それでもなお,会 計学者のなかには時期 尚早 と
する意見があったようである。
計算書類規則は 「会社が株主総会に提出する貸借対照表および損益計算書の
記載方法に関する標準様式 を示 した訓示規定にすぎない15)」といわれている。
にもかかわらず,い ったん制定されると,そ の影響力は著 しいものがある。そ
れはすべての株式会社に適用される規定であり,実務界に急速に浸透 していっ
た。剰余金概念がさらに混乱 したことは明 らかである。
14)黒沢清稿 「企業会計原則 と財務諸表規則 会計原則,商 法計算規定,計 算書類
規則,財 務諸表規則等の相互関係に関する研究」(山下勝治編 『計算書類規則の
問題点』 中央経済社,昭 和40年,20-21ページ所収)。
15)同稿,22ページ。
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計算書類規則は資本の部を資本金,法 定準備金および剰余金の3つ に区分す
る。そこにおける剰余金概念は「法的拘束度または処分可能性によって区分16)」
した結果であ り,商法固有の考えにもとつ くものといえよう。いうまでもな く,
資本金は法的拘束度が最 も強 く,その取 り崩 しには厳重な手続 きが必要 とされ
る。資本準備金と利益準備金か ら成る法定準備金は,資 本金への組み入れなら
びに欠損填補に使途が制限されている(第289条第1項)。資本金および法定準
備金はどちらも配当に利用することができない。
このような観点か ら,商法は会計上の剰余金 を法定準備金 とその他の部分に
区分 し,その他の部分 を剰余金 と称 したのである。いいかえれば,「商法は,
会計原則のように,利 益の源泉(原 因)に よって区別しないで,利 益の処分可
能性で区分 して,配 当できない利益である法定準備金と,配 当で きる利益であ
る任意準備金に区分することとした17)」のである。
また中村忠教授 によれば,「商法には企業会計上の剰余金に相当する概念も,
資本剰余金,利 益剰余金 という概念 もないのである18)」といわれている。つ
まり,商法独 自の剰余金概念はあるものの,会 計上の資本剰余金や利益剰余金
は商法 に存在 しないことになる。
商法との調整が不可避 とされた昭和49年の「企業会計原則」修正によれば,「剰
余金は,資 本準備金,利 益準備金及びその他の剰余金に区分 して記載 しなけれ
ばならない」(貸借対照表原則四 ・(≡)・B)と規定された。 ここにおける 「そ
の他の剰余金」は商法上の剰余金に相当するものである。従来の剰余金概念を
保持 した「企業会計原則」は,こうした表現をとらざるをえなかったのであろう。
しか し,こ れでは十分な調整が行なわれた とはいいがたい。やむをえないとは
いえ,「その他の剰余金」という不明確な概念を生み出したことは問題である。
同様のことは昭和50年に公表された 「連結財務諸表原則」についてもいえよ
16)大住達雄稿 「計算書類規則の制定 を歓迎する」 『税経通信』 第18巻5号,昭 和38
年5月,137ページ。
17)大森忠夫 ・矢沢惇編 『注釈会社法(6)株式会社の計算』有斐閣,昭 和45年,540ペー
ジ。
18)中村忠著 『新稿現代会計学』白桃書房,平 成7年,162ページ。
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う。そこでは連結剰余金計算書の作成が要求されるとともに,そ れは 「その他
の剰余金」の増減を示す計算書 とされた(第6・ 一 ・1)。剰余金計算書 とい
いなが ら,「その他の剰余金」の増減を示す という不思議な状況が生 まれたわ
けである。 もっとも,平 成9年 の 「連結財務諸表原則」の修正により,「その
他の剰余金」は 「連結剰余金」に置 き換 えられることになった。
いずれにしても,商法上の剰余金概念が登場 したことにより,「企業会計原則」
自体にもゆがみが生 じたといえよう。
§5剰 余金概念の純化
剰余金概念がわが国に導入されてからほぼ半世紀が経過 した。その歴史的な
重みはきわめて大 きい。商法で異なる剰余金概念が用いられるようになってか
らでも,すでに35年の歳月が過 ぎた。 この間,剰 余金概念は混乱の度を深めて
きたようである。 こうした混乱はかなり早い段階から予想されていた。たとえ
ば,林 健二氏は昭和25年の論文でつ ぎのような指摘 をしていた。
「剰余金なる語 を企業会計に新に導入するには充分に慎重でなければならな
い。企業会計制度対策調査会に於ても大いに検討 されたものと思ふが,剰 余金
は余 り適当な語ではないようである。 とくに厳重に区分することの要求 される
利益剰余金 と資本剰余金に同様な剰余金の語を用ひることは,誤 解 と混乱のも
とになる惧れが多分に存 してゐる。剰余金の語を全 く用ひないか,或 ひは一方
に剰余金の語を用 ひるとすれば,少 くとも他方に別の語を用ひるのが適切であ
る19)。」
誤解 と混乱は,計 算書類規則に別個の剰余金概念が導入されることにより,
一層増大 した。剰余金概念 を純化するにはどうしたらよいであろうか。 これま
での考察を踏 まえて,こ こでは2つ の提言を試みたいと考える。
19)林健二稿 「剰余金の計算」 『国民経済雑誌』 第81巻3号,昭 和25年3月,4ペ ー
ジ(染谷恭次郎編 『我国会計学の潮流(第2巻)』 雄松堂出版,昭和59年,472ペー
ジ所収)。
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第1の 提言は会計上の剰余金 を利益剰余金に限定 したらどうかということで
ある。会計上の剰余金には雑多な内容が含 まれている。同質的な内容 に限定す
る必要がある。アメリカのように大胆に剰余金概念を廃止することは無理か も
しれない。資本剰余金は資本準備金に置 き換 えられてもよいのではないであろ
うか。概念 を明確にするにはその方がよい。そのためには,い わゆる 「その他
の資本剰余金」に関 して利益説の立場に立つことになる。「その他の資本剰余金」
といった不明確な表現は避けるべ きであろう。この提言 を実現するには 「企業
会計原則」側の意識改革が必要になる。
第2の 提言は商法上の剰余金を 「配当可能剰余金」 と称 してはどうかとい う
ことである。配当可能剰余金 という表現はすでに佐藤氏が昭和25年の論文で用
いている20)。商法上の剰余金 は利益剰余金 もしくは留保利益か ら利益準備金
を除いた部分になる。利益準備金は配当不能であるか ら,商法上の剰余金は配
当可能剰余金ということになる。 もっとも,厳密にはそのすべてが配当可能 と
いうわけではない。商法第290条第1項 の規定によ り,配当するためには利益
準備金のさらなる積立が要求されるか らである。 しか し,剰余金 というあいま
いな表現 よりも配当可能剰余金 とした方が内容 ははっきりす る。当然,「企業
会計原則」における 「その他の剰余金」も配当可能剰余金に置き換えられるこ
とになる。
これらの提言はかなり商法寄 りの調整といえるかもしれない。この結果,計
算書類規則における資本の部はつ ぎのように区分される。
資本金
…呵
配当可能剰余金
資本準備金
利益準備金
20)佐藤孝一稿 「「剰余金」の意義 と分類」 『企業会計』第2巻6号,昭 和25年6月,
8ペー ジ(染 谷恭次郎編,前 掲書,495ペー ジ所収)。
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「企業会計原則」における利益剰余金は利益準備金と配当可能剰余金を加 え
た部分に相当する。これにより,剰余金概念は 「企業会計原則」上 も商法上も
明瞭になるといえよう。いずれにしても,株主に提供 される貸借対照表 と有価
証券報告書に記載 される貸借対照表 とで,「剰余金」の範囲が異 なる点はすみ
やかに解消されるべ きであろう。
